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第一期教育振興基本計画（平成20年7月1日） 抜粋 
  
 第２章今後１０年間を通じて目指すべき教育の姿 

 （２）目指すべき教育投資の方向 
 今後１０年間を通じて以上のような教育の姿の実現を目指すためには、関係者の一層の努力を促すとともに、その教育活動を支
える諸条件の整備を行うことが必要である。 
 現在、我が国の教育に対する公財政支出は、他の教育先進国と比較して低いと指摘されている。例えば、公財政教育支出のＧＤ
Ｐ（国内総生産）比については、ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）諸国の平均が５．０％であるのに対して、我が国は３．５％となってい
る。また、特に小学校就学前段階や高等教育段階では、家計負担を中心とした私費負担が大きい。こうしたデータについては、全
人口に占める児童生徒の割合、一般政府総支出や国民負担率、ＧＤＰの規模などを勘案する必要があり、単純な指摘はできない
ところであるが、そうした中で現下の様々な教育課題についての国民の声に応え、所要の施策を講じる必要がある。 
 
 学校段階別に見ると、小学校就学前の段階では、諸外国には近年、幼児教育の重要性を踏まえ、無償化の取組を進めている国
がある。幼児教育の無償化については、歳入改革にあわせて財源、制度等の問題を総合的に検討することが課題となっている。 
 小学校以降の初等中等教育段階については、多様な教育課題に対応するとともに一人一人の子どもに教員が向き合う環境づく
りの観点から、きめ細かな対応ができる環境を実現するなど、質の高い教育を実現するための条件整備を図る必要がある。 
 高等学校及び高等教育段階については、家庭の経済状況にかかわらず、修学の機会が確保されるようにすることが課題となっ
ている。高等教育段階については、知的競争時代において諸外国が大学等に重点投資を行い、優秀な人材を惹き付けようとする
中で、教育研究の水準の維持・向上を図り、国際的な競争に伍していくことが課題となっている。 
 さらに、学校施設をはじめとする教育施設の耐震化など、だれもが安全・安心な環境で学ぶことのできる条件の整備が大きな課
題となっている。 
  教育投資の規模については、教育にどれだけの財源を投じるかは国家としての重要な政策上の選択の一つであることを考える

必要がある。とりわけ、資源の乏しい我が国では人材への投資である教育は最優先の政策課題の一つであり、教育への公財政支
出が個人及び社会の発展の礎となる未来への投資であることを踏まえ、欧米主要国を上回る教育の内容の実現を図る必要があ
る。 
  
 以上を踏まえ、上述した教育の姿の実現を目指し、ＯＥＣＤ諸国など諸外国における公財政支出など教育投資の状況を参考の一
つとしつつ、必要な予算について財源を措置し、教育投資を確保していくことが必要である。 
 この際、歳出・歳入一体改革と整合性を取りながら、真に必要な投資を行うことに留意する必要がある。あわせて、特に高等教育
については、世界最高水準の教育研究環境の実現を念頭に置きつつ、教育投資を確保するとともに、寄附金や受託研究等の企業
等の資金も重要な役割を果たしていることから、その一層の拡充が可能となるよう、税制上の措置の活用を含む環境整備等を進
める必要がある。 2



他の基本計画は成果指標へ転換 

□ 14年度の「社会資本整備重点計画」の策定以降、新たに立ち上がった基本計画で、投資量 
   の「数値」や「充実」を目標に据えた基本計画はない。 

                  
              構造改革と経済財政の中期展望について 

 

                                      平成14年１月25日 

                                           閣   議   決   定 

 
３．構造改革を中心とする経済財政政策の在り方 
 
（４）社会資本整備の在り方 
 
 （公共事業関係の計画の見直し） 
 
      計画策定の重点を、その分野の特性を踏まえつつ、従来の「事業量」から計画によって

達成することを目指す成果とすべきである。また、計画に基づく事業であっても、厳正な事

前評価により事業の必要性が検証されたものを実施するなど、効率化のための取組みを強

化すべきである。 
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教育投資のあり方について 

□ 国民が求めるのは教育の「成果」であり、評価・検証が可能となる明確な「成果」指標を定める必要。 
□  改革サイクルを働かせ、「成果」につながる質・手法の改善とあせて資源を投入する必要。「投入量」を目的化 
   させない。 

成果（どのような子供に育てるのか） 更に明確化すべき 

世界トップクラスの学力水準 

 学力の高い層の割合の増 

 学力の低い層の割合の減 

高い規範意識 

 基本的な生活習慣の確立 

 落ち着いて授業を受ける 等 

質・手法 

教育の質（教員の質、カリキュラム、教授法・・・） 

地域・家庭の関わり 学校の運営方法・規模 

子供の意欲の喚起・子供同士の切磋琢磨 等 

投入量 教員人件費 教材費 学習費 等 

国・地方の公費負担（税） 私費負担 

家   庭   負   担 

・ ・ ・ 主要先進国と遜色ない水準 

改革のサイクル（ＰＤＣＡサイクル） 
  結果の 
フィードバック 

最小の投入量で最大の成果を追及する必要 
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日本      ：36.6％ 

(出所)OECD「図表でみる教育2011」 

ＧＤＰに占める一般政府総支出の割合 

5



国民一人あたり一般政府総支出に占める子ども一人あたり公財政教育支出の割合 

(出所)OECD「図表でみる教育2011」より作成 
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国民負担率と私的教育費負担 
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(出所) OECD「図表でみる教育2011 （Ｂ２指標）」、「National Accounts 2011」、「Revenue Statistics」、内閣府「国民経済計算」 

○ 教育の私費負担が重いとの指摘があるが国民負担率に足しても他国と比べて負担水準は低い。 
   （注）教育費負担は特定の時期に集中するが、教育ローンや奨学金により負担を平準化することが可能。 

○ 教育費を公費（税金）で負担するか私費で負担するかの選択の問題。 
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公教育費

児童生徒１人あたりの公教育費

9.2兆円

64.1万円

90.5万円
【対平成2年度 41％増】

（年度）

（注）平成23年度以降は、「児童生徒1人あたりの公教育費」を同額とし、将来人口推計の人口減少率を用いて仮に試算したもの。

児童生徒一人あたりの公教育費 
（公立小中学校の教育費のうち、国及び地方公共団体が支出する経費） 

（出典）学校基本調査、地方教育費調査、日本の将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 

○ 平成以降、こどもの数の減少に関わらず、公教育費をほぼ同額に維持しているため、こども一人あたりの 
 公教育費は約４割増加。 
○ 今後、教育施策の充実や効率化に取り組む結果、こども一人あたりの支出で現行水準を維持することとな 
 る場合、公教育費は、子どもの数の減少に応じて減少していく こととなる。 

今後の教育投資額について  
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（千人） 0～14歳人口推移 （平成23年度以降については、将来人口推計（出生中位・死亡中位）による） 
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義務教育関係予算 
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学級規模に関する研究等① 

○ 「人数を減らせばよいということではない。少人数学級の成功は、授業の質、教師の質にかかっている。」 
  （早稲田大学 河村 茂雄氏 平成22.10.27 読売新聞より） 
 

   また、同氏は、以下のとおり言及している。 
  全国の公立小中生約５万人を対象に行った調査では「少人数学級の方が学力が上」という明確な結果は得 
  られなかった。全国学力テストでも、少人数学級で、かつ高い学力と言えるのは秋田県や山形県が目立つ 
  くらいだ。」 

○ 「少人数化がもっとも効率的な政策というイメージで議論されているが、その説得性や達成目標、実現する最 
  も効率的な政策は何かという視点が必要ではないか。」 
    （大阪大学 赤井 伸郎氏 文科省「今後の学級編制及び教職員定数の改善に関する有識者ヒアリング22.5.12」 ）  

○ 「少人数制によるメリットよりも、（先生の数が増えて）教員の質が下がるデメリットのほうが大きいんではない 
   かという懸念が親にはあると思う。」 
  （経済評論家 勝間 和代氏 文科省「今後の学級編制及び教職員定数の改善に関する有識者ヒアリング22.4.27」）  

○ 「児童生徒によりよい成果をもたらすためには、小規模な学級よりも、教師の質を上げるほうが効果的」 
※ 読解力と学級規模については、統計上有意な相関関係が見られないとの調査結果 
     （PISA2010） 

○  学級規模が小さい方が、教員は生徒一人ひとりのニーズに応えることができると一般に理解されている。 
   だが、学級規模の違いが生徒の成績に及ぼす影響は多種多様であるが、一貫性のある結果という点では 
     ほとんど得るところはない。 
    （OECD「図で見る教育（2010年度版）」） 
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学級規模に関する研究等② 

○ 上智大学加藤幸次氏の研究（平成2年） 
 ・ 学力テストの結果、有意差があるのは一部教科（体育、理科）のみ。 
 ・ 児童生徒アンケートの結果、個別指導、学習環境は学級規模が小さい方がいいが、児童生徒の授業への意欲・興味、理解度、 
    授業態度は殆ど差はない。 
 ・ 授業観察の結果、少人数学級では一人学習の機会が多いが、児童生徒相互の活動等は少ない。 

○ 学級編制及び教職員配置等に関する調査報告研究（代表：高浦勝義）による研究（平成13年） 
 ・ 学級規模間の有意差は見られないが、20人以下の学級が他の規模よりも比較的に高得点を示している。 

○ 指導方法の工夫改善による教育効果に関する比較調査研究（代表：高浦勝義）（平成16年） 
 ・ 算数（数学）、英語という限られた教科・単元ではあるが、概して少人数指導が学力等の形成にとって効果的であることが認め 
    られる。 
 ・ 学級規模の縮小は指導方法の改善を伴ってこそ効果があがるものと考えられる。 
 
   また、同氏は、読売新聞（平成22.10.27）の中で、以下のとおり言及している。 
   「少人数化で即学力が上がるわけではなく、教師がいかに教えるかとセットの問題だ」としている。 

○ 日本大学安藤至大氏の研究（平成16年） 
 ・  学級規模を小さくすると、能力が低い子どもの学習意欲が増加する代わりに、能力の高い子どもの努力が低下する効果が存在 
      することを発見し、後者の効果の方が前者よりも大きい。 
  
   また、同氏は、日本経済新聞（平成22.9.17）の中で、以下とおり言及している。 
 ・ 教科学習の達成に関する実証研究では、予想に反してクラスサイズ効果が有意には観察されないか、観察されたとしても非常 
  に小さいという結果が多く得られている。このことは、「クラスサイズパズル」と呼ばれ、経済学者の間でも議論の対象となってきた。 
 ・ 教育の質向上には費用・効果勘案する必要 
 ・ 教師の増加で平均的な質低下の可能性もある。 
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学級規模に関する研究等③ 

○ グラスとスミスの研究（いわゆるグラス＝スミス曲線；1982年） 
 ・ 学級規模が20人程度以下になると学習効果が大。 
 ・ 児童生徒の感情的な側面への効果、教員に対する効果、教授課程への効果は、いずれも小規模学級の方が効果大。 

○ 米国連邦教育局の公表「学級規模と政策；政治と特効薬」（1988年） 
 ・ 学級規模縮小という経費のかかる政策は、投資の割には学習達成度の向上には繋がらない。 
 ・ 非効率な方法に投資するより教授法改善や教員の力量向上に資金を投入すべき。 

○ 英国勅任視学官事務局の公表「学級規模と教育の質」（1995年） 
 ・ 学級規模と教授・学習の質との間に単純な繋がりはない。 
 ・ 小学校低学年では学級規模縮小は有効（大規模学級への移行後も有効）。 
 ・ 学習に関しては、学級規模よりも指導方法や学習集団形成の影響が大。 

○ 米国テネシー州の実験（1985年～） 
 ・ 幼稚園～第３学年について、児童数が少人数クラス（13～17人）と多人数クラス（22～26人）を比較。 
 ・ 小規模学級は通常学級より優れた成績をあげた。 
 ・ 学校経験の初期に小規模学級を経験した者に効果が持続する。 
 ・ 教員助手が付くかどうかにかかわらず、多人数クラスの生徒の成績に大きな変化は見られない。 

○ 米国連邦教育局の公表「学級規模縮小；何が分かっているか？」（1998年） 
 ・ 低学年における学級規模縮小は有効。 
 ・ クラスサイズの問題は単に小さくすれば良いというものでもない。 
 ・ クラスサイズ縮小は、ある一定の限界点以下までクラスサイズを大幅に縮小する時のみ効果を発揮する。例えば、クラスサイズ 
    を30人から25人に縮小したとしても、何ら効果は現れないだろう。 
 ・ クラスサイズ縮小がいかに計画されるか、また、何が少人数クラス体験をより良いものにしているかにもよるのであるが、特定 
   の生徒や教科に的を絞ってクラスサイズを縮小する学校独自の計画は、より低いコストで、より大きな効果を上げるだろう。 
 ・ 少人数クラスの最大の利益は、マイノリティや経済的に不利な立場にある生徒にもたらせる。教育者や政策立案者は、一律な 
   全授業時間にわたるクラスサイズ縮小計画が最高だと盲目的に信じるべきではない。 12



学級規模に関する研究等④ 

○ アジア主要国の比較分析（一橋大学小塩隆士氏、新潟大学北條雅一氏）（平成23年） 
 ・ クラス規模の大小や教員の属性の違いが学力に及ぼす影響は小さい。（寧ろ）親の学歴や家庭の文化環境は大きな影響を 
   及ぼす。 
 ・ クラス規模を小さくしても学力が高まる傾向は、アジア５ヶ国・地域のどの国でも確認されていない。 

○ クラスサイズパズルの研究状況 
              （「学習者のインセンティブと教育政策の経済分析」日本大学安藤至大氏※）（平成22年） 
 
  少人数クラスによる混雑緩和効果が実証研究では観察しがたい理由 
 ・ 能力が高い子どもたちは、少人数クラスにしなくても十分な成果が得られるが、能力が劣る子どもたちを少人数クラスに割り 
  当てる必要があるとするなら、結果として・・・クラスサイズが大きい方が達成度が高いという現象が観察されてしまう。 
 ・ クラスサイズを小さくすることには、クラス内での競争を通じた切磋琢磨が損なわれてしまうことを通じて、平均的な達成度を 
  低下させてしまう可能性がある。 
 ・ クラスの数を急に増やすと、必要になる教師の数が増えるために新規採用が増加すること、そのために教師の平均的な質が 
  少なくとも短期的には落ちる。 
 
  ※Hoxby, C.M.（2000）“The Effects of Class Size on Student Achievement : New Evidence from Population Variation” 
        Lazear, E.P.（2001）“Educational Production” 
        Woessmann,L&M.West（2006）“Class-size effects in school systems around the world : Evidence from between-grade 
        variation in TIMSS” 
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【国】 4.1 兆円

（21．0％）

【地方】 15.4 兆円

（79．0％）

国と地方の教育関係費の割合及び教育支出（初等中等教育段階）の支出内訳 

（出所） 国の財政：文部科学省調べ（24年度予算ベース） 
     地方財政：総務省「平成24年版地方財政白書」、文部科学省「平成23年度地方教育費調査中間報告（平成 
            22会計年度）」、日本私立学校振興・共済事業団「平成23年度版今日の私学財政」  より作成 

 国と地方の教育関係費の割合（イメージ） 

教育 
関係費 

19.6兆円 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教育支出の使途別内訳（初等中等教育・2009）

教育支出の使途別内訳（初等中等教育） 

教職員給与  ７５％   

その他の 
消費的 
支出 
１２％   

資本的 
支出 
13％   

（出所）ＯＥＣＤ「図表でみる教育2012」を基に作成 
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小中学校の学校規模 

 児童生徒数の減少の割に学校数が減少しないことから、学校規模が縮小。 
 標準規模とされる学年当たり学級数は、小学校2～3学級、中学校4～6学級。標準規模に満たない学校が小学

校で47%、中学校で52%。 
 学校当たりの１学年の平均児童生徒数は、小学校53人、中学校111人。 

 
 

0～1学級

未満
12%

1～2学級未満

35%
2～3学級未満 27%

3～4学級

未満 17%

4～5学級未満8%

5学級以上2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

半数（47%）の小学校が1学年平均2学級に満たない

0～2学級

未満

21%

2～4学級未満

31% 4～6学級未満 29%

6～8

学級

未満
14%

8～10学級未満4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

半数（52%）の中学校が1学年平均4学級に満たない

10学級以上1％

小学校 中学校 

１学年当たりの標準学級数別学校数の割合 

□  学校統合により、子ども、保護者、自治体から教育環境の向上にメリットがあると歓迎されている。 

    （2007年度財務省予算執行調査） 
 

(出所） 学校基本調査報告書（平成23年度） 
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 文科省の教職員定数改善計画案を実施した場合の財政負担 

○文科省の教職員定数改善計画案（5か年（H25～29年度）） 

15,575
15,506

15,424
15,348

15,259

15,162

15,625
15,662

15,707 15,740 15,764

15,000

15,500

16,000

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

（億円） 改善増を行った場合と改善増なしの場合の予算額比較

予算額（改善増なし）

予算額（改善増）

119
238 359

480 601
357

714

1,077

1,441

1,804

0

1000

2000

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

（億円）
改善計画案どおり実施した場合の国費・事業費の増額（見込）

改善額累計額（国費ベース）

改善増累計額（地方負担含む事業費ベース）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 計

5,500人 5,500人 5,600人 5,600人 5,600人 27,800人

（少人数学級等推進分） (3,900人) (3,900人) (4,000人) (4,000人) (4,000人) (19,800人)

（個別教育課題対応分） (1,600人) (1,600人) (1,600人) (1,600人) (1,600人) (8,000人)

119億円 119億円 121億円 121億円 121億円 601億円

▲3,200人 ▲3,800人 ▲3,500人 ▲4,100人 ▲4,500人 ▲19,100人

改善案

自然減

所要額

出典：文科省資料より 
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少子化社会と教職員定数のあり方 
～小学校で35人以下学級を進めると学級規模が過小に。むしろ小学校の規模拡大が必要～ 

○ 過去20年間で36人以上学級は３割から１割まで減少する一方、25人以下学級は２割から３割に増加。 
○ 全体の５割を占める１学年２学級以下の小学校において、35人以下学級を編制すると27人以下の学級となるが、更 
 なる少子化が見込まれる中で、小規模学級化の流れを加速することは適切か（学び合いの機会が減らないか）？ 
○ むしろ、学校統合を促進し、１学年３学級以上の小学校を増やしていく政策が必要ではないか。 

35人以下学級を実施した場合の１学級当たりの児童数 収容人員別学級数（小学校）

～20人 23,680 8.2% 30,632 13.0%

21～25人 25,648 8.9% 35,125 14.9%

26～30人 54,682 18.9% 70,423 29.9%

31～35人 106,790 37.0% 71,043 30.2%

36～40人 77,511 26.8% 28,148 12.0%

41人～ 672 0.2% 120 0.1%

合計 288,983 100.0% 235,491 100.0%

23年度

（注1）平成3年度に40人以下学級を完全実施。

（注2）特別支援学校・学級、複式学級を除く。

3年度（注1）

１学年１学級 

36人～40人 
35人以下学
級で編制 

 
１学年２学級 

18人～20人 
 

１学年２学級 

36人～40人 
35人以下学
級で編制 

１学年３学級 

24人～27人 
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36人以上学級
36人以上

学級の割合
うち 少人数学級

うち 少人数指導・

習熟度別指導等

① 東京 3,418 18.2% 0（0.0%） 1,295（100.0%）

② 神奈川 2,627 15.6% 290（25.6%） 844（74.4%）

③ 大阪 2,549 14.3% 127（9.6%） 1,198（90.4%）

④ 愛知 2,292 14.5% 181（18.6%） 793（81.4%）

⑤ 埼玉 2,226 16.7% 128（9.1%） 1,281（90.9%）

43 山形 56 1.9% 134（100.0%） 0（0.0%）

44 鳥取 53 3.3% 38（28.4%） 96（71.6%）

45 長野 18 0.3% 214（50.4%） 211（49.6%）

46 福島 11 0.2% 330（91.2%） 32（8.8%）

47 山口 1 0.0% 179（58.7%） 126（41.3%）

28,268 （注）　　10.4% 5,167（24.9%） 15,608（75.1%）
（注）特別支援学級31,469学級含む学級数全体272,551学級に対する36人以上学級の割合。

計

指導方法工夫改善加配措置状況（人）

区分 都道府県

平成23年度（学級）

全
体
の

％
47

（出所）学校基本調査報告書 

○ 小学校36人以上学級の約５割は上位５都県に集中。これらの都県では、指導方法工夫改善のための加配定数の多  
 くを少人数学級ではなく、少人数指導等に活用。一方、既存の加配定数を少人数学級に充てている県も存在。 
○ 35人以下学級の実施は、地方の判断・選択の問題であり、政策目的の共通する既存の加配定数の活用で35人以下 
 学級は十分に実施できる （学年に２つの36人以上学級があれば教員１人の追加で２つの36人以上学級が解消できる） 

加
配
定
数
を
少
人
数
指
導
な
ど

学
級
規
模
の
縮
小
以
外
に
活
用 

加
配
定
数
を
学
級
規
模
の
縮

小
に
活
用 

既存の定数の見直しがなされていない 
～小学校においても政策目的が共通する既存の加配定数を活用すれば35人以下学級は実施可能～ 
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学校運営のあり方（外部の力の活用）
公立小中学校における外部人材の活用状況について

(出所)平成24年度 全国学力・学習状況調査

○ スクールカウンセラー等の専門的な人材の活用は進みつつあるが、特に中学校においてボランティ
アを含む地域人材の活用が低調。

【質問】小学校6学年（中学校3
学年）を対象とした地域の人材
を活用した授業の実施。

【質問】小学校6学年（中学校3
学年）を対象としたボランティア
等による授業サポートの実施。

9,389

10,827
11,586

14,489
14,927

14,319

19,942

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

18年度末

（実績）

19年度末

（実績）

20年度末

（実績）

21年度末

（実績）

22年度末

（実績）

23年度末

（実績）

24年度予算

公立小中学校へのスクールカウンセラー等の配置状況
（国庫補助対象校数）

地域人材の活用状況

よく行った

どちらかと言えば、
行った

あまり行っていな
い

全く行っていない

その他、無回答

校

※ 全国の小・中学校を対象とした抽出調査（30％）による調査結果

・小学校 6,070校（29％）
・中学校 8,249校（84％）

(出所)文部科学省調べ
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学校運営のあり方（外部の力の活用） 
～地域全体で教育に取り組む体制作りが遅れている～ 

 
 
 
 

コミュニティスクール 

学校運営協議会 

1,183校 

122市町村 
 
 
 
 

学校支援地域本部 

3,036本部 

576市町村 

放課後こども教室 

10,098教室 

1,076市町村 

○ 保護者や地域住民が学校運営に参画できるコミュニティスクールの設置率は公立小中学校の3.6％ 
 に留まり、地域全体で教育に取り組む体制作りが遅れている。 
○ いじめ問題への対応等についても、教員だけで対応することを前提とするのではなく、保護者や地 
 域住民の力を活かす方策、開かれた学校づくりを中心に検討すべきではないか。   

○保護者や地域住民が学校運営に参画（法令に基づ
く権限） 【平成16年の法改正で導入】 

○校長の作成する学校運営の基本方針の承認 

○学校運営等について教育委員会又は校長に意見 

○学校側と支援内容や方針について合意形成 

○地域住民等が学校支援ボランティアに参画 

・学習支援、部活動支援、登下校時の見守り等 

○放課後や週末等に学習や体験交流活動を支援 
 

（注）コミュニティスクール指定校数は２４年４月現在。学校支援地域本部、放課後こども教室の設置校数等は平成24年6月現在国庫補助実績 

公立小中学校
の３．６％ 
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任期付き教員等の増加は教員の大量退職等が影響 

○定数改善計画を策定しないことにより任期付き教員等が増加しているとの指摘があるが、団塊の世代の大量退
職等により採用者数が増加し、今後も同様に教員の大量退職が見込まれることを背景とした各都道府県の人事政
策（年代間の採用調整）が大きく影響している可能性。 

14,425人 

16,967人 16,870人 

16,048人 

18,487人 

20,963人 20,808人 20,972人 
21,677人 21,894人 

23,494人 

13,657人 
15,055人 

16,622人 

17,548人 

17,758人 
18,842人 19,154人 19,091人 

20,846人 
21,809人 21,944人 

14年度末 15年度末 16年度末 17年度末 18年度末 19年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 

25,000人 

15年度      16年度     17年度      18年度      19年度      20年度      21年度       22年度     23年度     24年度    25年度 
退職者 ⇒ 
採用者 ⇒ 

◆：退職者数 
▲：採用者数 

20,000人 

15,000人 

10,000人 

   0人 

採用者数 ３割 

596,915 588,794 

48,339 59,150 

12,174 
18,266 

378 
1,788 

17年度 22年度 

公立小・中学校の正規教員と非正

規教員等の推移 
常時勤務に服しない者（再任用短時間勤務者等） 
常時勤務に服しない者（非常勤講師） 
任用期限の定めのある者（臨時的任用教員） 
任用期限の定めのない者（再任用ﾌﾙﾀｲﾑ職員を含む） 

（注）各年度５月１日現在の数。 
（出典：「学校基本調査報告書」「初等中等教育
局財務課調べ」） 

公立小・中学校教員の採用者及び退職者数の推移 

・退職者数の平成１４～２２年度末は、都道府県の実績の積み上げ（初等中等教育局財務課調べ） 
・採用者数の平成１５～２２年度は、「公立学校教員採用選考試験の実施状況」（文部科学省調べ） 
・平成２３年度以降は、都道府県の積み上げ（初等中等教育局財務課調べ）   ・養護教諭等を除く。 
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教員数 

中学校 小学校 

・文部科学省調べ 

0 22 

5,471 

8,732 

10,759 11,481 11,556 11,647 11,769 
11,961 

11,935 11,306 
10,674 

11,217 11,902 
12,327 

12,898 12,934 12,687 

14,459 
15,876 

14,614 
15,807 

18,246 
19,346 

20,336 

22,586 

24,114 

22,531 
21,080 

17,542 

14,613 

12,116 

63 4 

7,793 

10,027 

13,098 

17,691 

21,476 

23,656 

19,775 

公立小・中学校年齢別教員数（24.3.31） 

採
用
者
数
は
３
割
増
加 

（
Ｈ
17 ⇒

  

Ｈ
25
） 
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先生一人あたりの授業時間数（休み時間・昼食時間除き） 

(出所)OECD「図表でみる教育2011」より作成 

(注)イギリスはイングランドのみの数値 23
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(注１)国家公務員は、年度末定員。ただし、自衛官については実員数で計算。
(注２)地方公務員は、地方財政収支見通しにおける給与関係経費計上の職員数。
(注３)地方公務員の人件費は、地方財政計画または地方財政収支見通しにおける給与関係経費。

義務教育教職員
70.4万人
58,532億円

24年度

国家公務員 

56.0万人 

50,944億円 

地方公務員 

234.0万人 

209,760億円 

国と地方を合わせた公務員の人数及び人件費 
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一般行政職 給与月額　３７９，１５３円

教　　　員 給与月額　３８３，３６１円

※一般行政職、教員ともに平均年齢４３歳（大卒）とした場合の平均給与月額

教員の優遇分

本　　給

353,829円

教職調整
額

12,990円

職務給
的手当

8,313円

義務教育
等教員

特別手当

8,222円

一 般 行 政 職 と 教 員  の 給 与 比 較
（平成２２年度）

本　　給

339,105円

職務給
的手当

9,050円

時間外勤務手当

30,055円

能
率
給
的
手
当
943
円 4,208円 

１．１０％ 

能率給的手当 
7円 

（14,724円） 

22,946円 
５．９９％ 

・管理職手当 
・管理職員特別勤務手当 
・特殊勤務手当 等 

・宿日直手当 
・夜間勤務手当 
・休日勤務手当 

・管理職手当 
・特殊勤務手当 
 （主任手当、部活動手当等） 

・宿日直手当 
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（出所）OECD「図表でみる教育2011」 （出所）OECD「図表でみる教育2011」 

教員の給与水準の国際比較 

単位：倍 単位：米ドル 
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教育支出の約8割を占める教職員給与の内訳

（出典） ＯＥＣＤ『Education at a Glance 2012』 291項 表B6.1、451頁 表D2.2、465頁 表D3.1、546頁 表X2.1 
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日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス Ｇ５平均 ＯＥＣＤ平均 

① 勤続15年の教員給与の水準（初等教育段階、2010年） 
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日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス Ｇ５平均 ＯＥＣＤ平均 

② 教員一人当たり生徒数（初等教育段階、2010年） 

日本      1.39 

Ｇ５平均   1.24 

ＯＥＣＤ平均 1.13 

日本      18.4 

Ｇ５平均   17.6 

ＯＥＣＤ平均 15.8 

（ 教職員給与 ≒ ①教員の給与 × ②教員の数 ） 

対
国
民
一
人
当
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比

 

子
ど
も
の
数

 

① 教員の給与の水準 
  （対国民一人当たりＧＤＰ比） 

② 教員の数（教員一人当たり生徒数） 

給与水準

は高い 

ほぼ同じ 

（5,555千円） 
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大学関係予算 
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我が国の大学のめざすべき方向性 

少
子
化
で
若
者
人
口
は
ピ
ー
ク
時

の
２
分
の
１
に
減
少
。
今
後
５
０
年

で
更
に
半
減 

成
長
力
・国
際
競
争
力
強
化
の
要
請  

 

「質」の問題 

企業・社会が求める人材を養成するために、 
各大学が教育の質を向上させる仕組み 

大学の数、各大学の入学定員を 
適正規模に抑える仕組み 

「量」の問題 

各大学が目指すべき姿を再構築し、資源の 
再配分に取り組む必要 

世界トップレベルの研究成果 
（国レベルで求める研究成果）を挙げる仕組み 

（客観的な評価を予算に反映） 
教育 

研究 
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１８歳人口と総人口の推移 

● １８歳人口 ＝ （平成24年度まで）３年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者数 
          （平成25年度から）「日本の将来人口推計（H24.1推計）」より作成 
● 総人口   ＝ （平成24年度まで）「人口推計」（各年度10月1日現在）※平成24年度は4月1日現在 
          （平成25年度から）「日本の将来人口推計（H24.1推計）」より作成 

昭和41年 
2,491 

平成72年 
638 

平成24年 
1,191 

18歳人口 
（千人） 

総人口 
（百万人） 

昭和 平成 
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１８歳人口及び入学定員の推移 

● １８歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者数 
● 入学定員  ＝ 当該年度の国立・公立・私立大学の入学定員数 

出所：学校基本調査、全国大学一覧、私立大学・短期大学等入学志願動向 

年度 

入学定員 
（人） 

18歳人口 
（人） 

平成24年度 
 大学・短大収容力：９２．４％ 
 

※収容力＝大学・短大入学者数／入学志願者数 
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高等教育卒業者の割合の各国比較 
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25-34歳の最終学歴比率(2010)

非大学型高等教育

大学

OECD平均：38 （大学：28、非大学型高等教育：11）OECD平均：38 （大学：28、非大学型高等教育：11）

(出所)OECD「図表でみる教育2012」 
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高等教育の進学率について 
○ 我が国の大学進学率は諸外国と比べて低いとの指摘があるが、ＯＥＣＤの統計は大学の定義（大 
  学・非大学型高等教育）が国によって区々であり、単純比較できないことに留意が必要。 
○ 例えば、わが国は、大学進学者以外に、非大学型高等教育進学者として約３割の短大・専門学校 
 等進学者がいる一方、留学生を除くと大学進学率が大きく落ちる国（英、豪等）がある。 

51%

74%
63%

42%

96%

62%

27%

26%

21%

17%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

日 米 英 独 豪 ＯＥＣＤ平均

非大学型進学率

大学進学率

大学進学率と非大学型高等教育進学率の国際比較 （２０１０年） 

出典：Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ at a Glance 2012, ＯＥＣＤ 

（参考）ＯＥＣＤの分類 
・ 大学：主として理論を基礎とし、上級の研究や高度専門職業のための資格を付与するもの。 
・ 非大学型高等教育：大学と同等の能力を付与するが、より職業訓練向けである。２年から３年
の学問のプログラムより期間が短く、大学学位につながらない。 

短大を含
まない 

2年制大

学進学者
を含む 

 
留学生を除
くと大学進
学率41％ 

 
留学生を除
くと大学進
学率67％ 
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世界の大学ランキング 

  英国の高等教育情報誌であるタイムズ・ハイヤー・エ
デュケーションが１０月に発表した世界大学ランキングに
よれば、１００位以内に入ったのは２大学のみとなってい
る。 

順位
昨年
順位

大 学 名 順位
昨年
順位

大学名

１ １ カ リ フ ォ ル ニ ア 工 科 大 学 ５４ ５２ 京 都 大 学

２ ４ オ ッ ク ス フ ォ ー ド 大 学 ・ ・ ・

２ ２ ス タ ン フ ォ ー ド 大 学 ・ ・ ・

４ ２ ハ ー バ ー ド 大 学 ・ ・ ・

５ ７ マ サ チ ュ ー セ ッ ツ 工 科 大 学 ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

２７ ３０ 東 京 大 学 ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

（出典：Times Higher Education, World University Rankings 2012-2013）

世界大学ランキング 2012-2013

（300位以内に入った日本の大学）
東京工業大学：128（108）、東北大学：137（120）、大阪大学：147（119）、名古屋大学：201-225（201-225）、首都大学東
京：251-275（226-250）、東京医科歯科大学：276-300（276-300）

※（　）は昨年度ランキング

（※）タイムズ・ハイヤーエデュケーションの世界大学ランキングは、①教育（学習環境：30％）、②国際観（職員・学生・研
究：7.5％）、③産業収入（技術革新：2.5％）、④研究（量・収入・評判：30％）、⑤引用（研究の影響力：30％）の５つの基
準を基に総合評価を行ったもの。

順位
昨年
順位

大 学 名 順位
昨年
順位

大学名

１ ３ マ サ チ ュ ー セ ッ ツ 工 科 大 学 ・ ・ ・

２ １ ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学 ・ ・ ・

３ ２ ハ ー バ ー ド 大 学 ・ ・ ・

４ ７ ロ ン ド ン 大 学 ・ ・ ・

５ ５ オ ッ ク ス フ ォ ー ド 大 学 ６５ ５７ 東 京 工 業 大 学

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ７５ ７０ 東 北 大 学

３０ ２５ 東 京 大 学 ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

３５ ３２ 京 都 大 学 ・ ・ ・

・ ・ ・ ８６ ８０ 名 古 屋 大 学

・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・

５０ ４５ 大 阪 大 学 ・ ・ ・

（出典：QS World University Rankings 2012-2013）

世界大学ランキング 2012

（300位以内に入った日本の大学）
九州大学：128（122）、北海道大学：138（139）、早稲田大学：198（185）、慶応大学：200（188）、筑波大学：203（186）、東
京医科歯科大学：277（282）、広島大学：280（249）、神戸大学：295（247）

※（　）は昨年度ランキング

（※）ＱＳ社の世界大学ランキングは、①学術面の評価（４０％）、②学生一人当たりの教員数（２０％）、③教員一人当た
りの論文引用数（２０％）、④企業による評価（１０％）、⑤外国人教員比率（５％）、⑥国外留学生比率（５％）の６つの基
準を基に総合評価を行ったもの。

   英国の高等教育調査機関であるＱＳ社が９月に発表した
２０１２年版「世界大学ランキング」によれば、１００位
以内に入ったのは６大学のみで、アジアのトップは香港大
学の２３位。 
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世界の大学ランキングにおける日本の大学数 

（出典）QS World University Rankings 

○ 世界の大学ランキング（ＱＳ社）における日本の大学数（１位～４００位）は、減少  
 している。 

27 27

23 22
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15

16 16

0
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2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

  1- 50位：３大学（３大学） 
 51-100位：３大学（３大学） 
101-200位：４大学（５大学） 
201-300位：４大学（４大学） 
301-400位：２大学（１大学） 
 ※（ ）は2011年度の大学数 
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大学教育に対する国民の評価 

日本の大学では、世界に通用する人材を 
育てることができていると思いますか 

日本の大学では、企業や社会が求める人材 
を育てることができていると思いますか 

（出所）朝日新聞社全国世論調査 

26%

63%

11%

できている できていない その他

25%

64%

11%

できている できていない その他
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○世界的にみても日本の研究力は低下  
 論文数、トップ１０％論文数ともに世界シェア、順位が低下している。 

出典：科学技術指標2012 出典：科学技術指標2012 

○研究力は必ずしも予算の問題ではない。  
 大学の研究力を図る指標として、世界大学ランキングの算出要因の一つでもある論文の被
引用数と予算の関係を検証 

（出典：トムソンロイター「論文の引用動向による日本の 
 研究機関ランキング」、予算は国大法人運営費交付金） 

（出典：トムソンロイター「論文の引用動向による日本の 
 研究機関ランキング」、予算は国大法人運営費交付金） 

順位 世界シェア

1999-2001年平均 ２位 9.5％

2009-2011年平均 ５位 6.6％

論文数

順位 世界シェア

1999-2001年平均 ４位 7.6％

2009-2011年平均 ７位 5.8％

トップ１０論文数

予　算　額 論文の被引用数

神 戸 大 学 208億円 14.0万本

岡 山 大 学 196億円 14.9万本

千 葉 大 学 179億円 15.9万本

予　算　額 論文の被引用数

筑 波 大 学 427億円 22.1万本

東 京 工 業 大 学 217億円 28.2万本
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産業界 大学 

大学一般教員 
（教授、准教授、講師、助教、助手） 

任期なし雇用が多数 
研究員等 特任教員 

特任研究員 研究員 

特別運営費
交付金 

1,027億円 
競争的資金 

一般運営費
交付金 

9,320億円 

任期付き雇用 

博士課程 

テニュアトラック 

テニュアトラック普及・定着事業 
（75億円） 

公正で透明性の高い選抜により採用された若手研究
者が、審査を経てより安定的な職を得る前に、任期付
きの雇用形態で自立した研究者として経験を積むこと
ができる仕組み 

大学教員・研究員の雇用形態と資金支援の形態 

大学内の優先順位・配分の問題 

ポスドクキャリア開発事業 
（21億円） 

 ポストドクターを対象に、大学教員や独立行政
法人の研究者など以外の多様なキャリアパスが
確保できるよう、長期インターンシップや企業と
人材のマッチング等に要する経費を支援 

 
ポスドク 

 

（注）金額は24年度予算額 

○ 研究者間の競争は重要であり、相当程度の研究員は競争的資金で雇用されるのが自然。 
○ 各大学にとって必要な研究と位置付けられれば、個別プロジェクト支援を行う特別運営費交付金で措置され、プロ 
 ジェクト期間にあわせた期間での雇用が可能となる。 
○ 労働契約法の一部改正（※）により、有期労働契約が５年を超えて反復更新された場合は、労働者の申込みによ 
 り、 無期労働契約に転換させる仕組みが導入されることとなっている。 
   ※施行期日：公布日（平成２４年８月１０日）から起算して１年を超えない範囲内で政令で定める日。  
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国立大学法人運営費交付金の算定方法 

（設置基準教員給与相当額等） 
 

 ＋（その他[前年度]×大学改革促進係数） 

 

   －（授業料等自己収入） 

（国立大学法人運営費交付金）  

当該年度所要額 

＋ 

（一般診療経費）＋（債務償還経費） 

          －（附属病院収入） 

（一般運営費交付金） 

（特別運営費交付金） 

（特 殊 要 因） 

（附属病院運営費交付金） 

＝
 

＋ 

＋ 

当該年度所要額 

44



特別運営費交付金 

○プロジェクト分 
 新たな教育研究ニーズに対応し、各国立大学の個性や特色に応じた意欲的な取組を支援
【各法人からの要求積上げ】 
 （例）次世代ポストゲノム研究・開発プロジェクト（北海道大学） 

○全国共同利用・共同実施分 
 大型の研究設備等を活用して実施する共同利用・共同研究を支援【各法人からの要求積
上げ】 
 （例）大型光学赤外線望遠鏡「すばる」共同利用研究（自然科学研究機構） 

○教育関係共同実施分 
 教育関係共同利用拠点の運営・必要な初動経費を支援【各法人からの要求積上げ】 

特殊要因運営費交付金 

○退職手当 
 国立大学法人の役職員等に対して支給する退職手当 
○移転費 
○建物新営設備費 
○一般施設借料（土地建物借料） 
 法人化前からの借上げ経費 
○不用建物工作物撤去費 
 法人化前から不用決定していたものを取壊し等するための経費 

各国立大学等の個性や特色に応じた意欲的な 
取組等を支援するための経費に対する交付金 

当該事業年度に一時的に必要となる経費に対 
する交付金 
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※１．平成19年度運営費交付金予算額における「教育研究経費相当分」及び「特別教育研究経費」においては、一部組替掲記を行っている。
　２．平成21年度運営費交付金予算額における「教育研究経費相当分」及び「特別教育研究経費」「特殊要因経費」においては、一部組替掲記を行っている。
　３．平成23年度運営費交付金予算額における「一般運営費交付金」、「附属病院運営費交付金」及び「特別運営費交付金」においては、一部組替掲記を行っている。
　４．項目毎に四捨五入を行っているため、計が一致していないものがある。

〔平成23年度運営費交付金予算額  １兆１,５２８億円【対前年度▲５８億円減（▲０．５％減）】〕

〔平成24年度運営費交付金予定額  １兆１,４２３億円【対前年度１０５億円減（▲０．９％減）】〕（復興特別会計計上分５７億円を含む）

〔平成22年度運営費交付金予算額  １兆１,５８５億円【対前年度▲１１０億円減（▲０.９％減）】〕

〔平成20年度運営費交付金予算額  １兆１,８１３億円【対前年度▲２３０億円減（▲１.９％減）】〕

国立大学法人運営費交付金予算額の推移
〔平成16年度運営費交付金予算額  １兆２,４１５億円〕

〔平成17年度運営費交付金予算額  １兆２,３１７億円【対前年度▲９８億円減（▲０.８％減）】〕

〔平成18年度運営費交付金予算額  １兆２,２１４億円【対前年度▲１０３億円減（▲０.８％減）】〕

〔平成19年度運営費交付金予算額  １兆２,０４３億円【対前年度▲１７１億円減（▲１.４％減）】〕

〔平成21年度運営費交付金予算額  １兆１,６９５億円【対前年度▲１１８億円減（▲１.０％減）】〕
▲１１８億円減 

教  育  研  究  経  費  相  当  分 
９,５５８億円 

（対前年度▲９１億円減） 

特別教育研究経費 
７４１億円 

教  育  研  究  経  費  相  当  分 
９，７８５億円 

特別教育研究経費 
７８１億円 

（対前年度▲１９億円減） 

教  育  研  究  経  費  相  当  分 
９,５１７億円 

（対前年度▲４１億円減） 

特別教育研究経費 
７８６億円 

（対前年度４５億円増） 

教  育  研  究  経  費  相  当  分 
９，６４９億円 

（対前年度▲１３６億円減） 

特別教育研究経費 
８００億円 

（対前年度１４億円増） 

特別教育研究経費 
７９０億円 

（対前年度９億円増） 

教  育  研  究  経  費  相  当  分 
９,４２７億円 

（対前年度▲９０億円減） 

▲９８億円減 

▲１０３億円減 

▲１７１億円減 

▲２３０億円減 

特 殊 要 因 経 費 
１,３０５億円 

特 殊 要 因 経 費 
１,３７８億円 

（対前年度▲５３億円減） 

特 殊 要 因 経 費 
１,３８３億円 

（対前年度７８億円増） 

特 殊 要 因 経 費 
１,４３１億円 

（対前年度４８億円増） 

特 殊 要 因 経 費 
１,２８８億円 

（対前年度▲９０億円減） 

特別教育研究経費 
８６３億円 

（対前年度７３億円増） 

教  育  研  究  経  費  相  当  分 
９,４５９億円 

（対前年度３２億円増） 

特 殊 要 因 経 費 
１,１６６億円 

（対前年度▲１２２億円減） 

特別運営費交付金 
８７３億円 

（対前年度１０億円増） 

一 般 運 営 費 交 付 金 
９，３７１億円 

（対前年度▲８８億円減） 

特殊要因運営費交付金 
１，１５４億円 

（対前年度▲１２億円減） 

附属病院 
診療相当分 
５８４億円 

附属病院 
診療相当分 
４９９億円 
（対前年度 

▲８５億円減） 

附属病院 
診療相当分 
４２５億円 
（対前年度 

▲７４億円減） 

附属病院 
診療相当分 
３６７億円 
（対前年度 

▲58億円減） 

附属病院 
診療相当分 
３０８億円 
（対前年度 
▲59億円減） 

附属病院 
診療相当分 
２０７億円 
（対前年度 

▲101億円減） 

附属病院 
運営費交付金 
１８７億円 
（対前年度 

▲20億円減） 

特別運営費交付金 
１，０２７億円 

（対前年度１１７億円増） 

一 般 運 営 費 交 付 金 
９，３２０億円 

（対前年度▲５２億円減） 

特殊要因運営費交付金 
１，０１３億円 

（対前年度▲９９億円減） 

▲１１０億円減 

特別運営費交付金 
９１０億円 

（対前年度３６億円増） 

一 般 運 営 費 交 付 金 
９，３７１億円 

（対前年度０億円増） 

特殊要因運営費交付金 
１，１１２億円 

（対前年度▲４２億円減） 

附属病院 
運営費交付金 
１３４億円 
（対前年度 

▲52億円減） 

▲５８億円減 

附属病院 
運営費交付金 

６３億円 
（対前年度 

▲１０５億円減 
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（出所）教育指標の国際比較（24年版） 

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス Ｇ５平均

教員１人当たりの学生数（人） 10.1 15.3 16.5 11.9 15.7 13.9

比率（日本を１とした場合） 1 1.5 1.6 1.2 1.6 1.4

教員１人当たりの学生数の国際比較 
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○授業料の設定ルール 
 ◇ 文部科学省が省令において授業料標準額（535,800円）を定めている。 
 ◇ 授業料標準額の１２０％（上限額）の範囲内で、各大学法人が独自に設定できる。 
   （19年度に限度額を１１０％から１２０％に引き上げ） 
 
 
○各国立大学法人の現状 
 ◇ ８６大学のうち標準額と異なる授業料の額を設定しているのは５大学（全て大学院の 
  一部）のみ 
    ➢標準額より15,000円安く設定（全て大学院） 
 ◇ コストの高い理工学系、医学・薬学系でも同一の授業料 
 
 （参考） 
  私立大学の授業料（平均）（平成２３年度） 
    文科系    ７４３，６９９円 
    理科系  １，０４０，４７２円 
    医歯系  ２，８９６，５１９円 
     平均    ８５７，７６３円 

大学の規模、財務状況等にかかわらず、授業料は全大学、全学部でほぼ同じ。 

国立大学の授業料の状況 
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国立大学・私立大学の授業料等の推移 

授業料 入学料 授業料 入学料 授業料 入学料

円 円 円 円 倍 倍

昭和 50 36,000 50,000 182,677 95,584 5.07 1.91
51 96,000 ↓ 221,844 121,888 2.31 2.44
52 ↓ 60,000 248,066 135,205 2.58 2.25
53 144,000 ↓ 286,568 157,019 1.99 2.62
54 ↓ 80,000 325,198 175,999 2.26 2.20
55 180,000 ↓ 355,156 190,113 1.97 2.38
56 ↓ 100,000 380,253 201,611 2.11 2.02
57 216,000 ↓ 406,261 212,650 1.88 2.13
58 ↓ 120,000 433,200 219,428 2.01 1.83
59 252,000 ↓ 451,722 225,820 1.79 1.88
60 ↓ ↓ 475,325 235,769 1.89 1.96
61 ↓ 150,000 497,826 241,275 1.98 1.61
62 300,000 ↓ 517,395 245,263 1.72 1.64
63 ↓ 180,000 539,591 251,124 1.80 1.40

平成 元 339,600 185,400 570,584 256,600 1.68 1.38
2 ↓ 206,000 615,486 266,603 1.81 1.29
3 375,600 ↓ 641,608 271,151 1.71 1.32
4 ↓ 230,000 668,460 271,948 1.78 1.18
5 411,600 ↓ 688,046 275,824 1.67 1.20
6 ↓ 260,000 708,847 280,892 1.72 1.08
7 447,600 ↓ 728,365 282,574 1.63 1.09
8 ↓ 270,000 744,733 287,581 1.66 1.07
9 469,200 ↓ 757,158 288,471 1.61 1.07
10 ↓ 275,000 770,024 290,799 1.64 1.06
11 478,800 ↓ 783,298 290,815 1.64 1.06
12 ↓ 277,000 789,659 290,691 1.65 1.05
13 496,800 ↓ 799,973 286,528 1.61 1.03
14 ↓ 282,000 804,367 284,828 1.62 1.01
15 520,800 ↓ 807,413 283,306 1.55 1.00
16 ↓ ↓ 817,952 279,794 1.57 0.99
17 535,800 ↓ 830,583 280,033 1.55 0.99
18 ↓ ↓ 836,297 277,262 1.56 0.98
19 ↓ ↓ 834,751 273,564 1.56 0.97
20 ↓ ↓ 848,178 273,602 1.58 0.97
21 ↓ ↓ 851,621 272,169 1.59 0.97
22 ↓ ↓ 858,265 268,924 1.60 0.95
23 ↓ ↓ 857,763 269,481 1.60 0.96

(注) １．
２．

年 度
国立大学 私立大学 私立大学／国立大学

私立大学の額は平均値であり、年度は入学年度である。
国立大学の平成１６年度以降の額は国が示す標準額である。 49



７学部以上 ２ ０

総 ６学部 ４

合 ５学部 ９

４７ ４学部 ９

３学部 ３

２学部 ２

教員養成系 １ １

８６ 工学 １ ０

大 医学 ４

学 社会 ２

そ 専門 外国語 １

の ３３ 芸術 １

他 体育 １ ・※は学群等制度を持つ大学

３９ 海洋 １ ・○の中の数字は学部数

畜産 １ ・下線は医学部を持つ大学

障害 １

２

４

女子大学

大学院大学 政策研究、総合研究、北陸先端科学技術、奈良先端科学技術

岩手、宇都宮、群馬、横浜国立、
山梨、和歌山、鳥取、大分、宮崎

北海道教育、宮城教育、東京学芸、上越教育、愛知
教育、京都教育、大阪教育、兵庫教育、奈良教育、
鳴門教育、福岡教育

弘前、茨城、埼玉、岐阜、三
重、島根、徳島、高知、佐賀

室蘭工業、北見工業、東京農工②、東京工業③、電気通
信、長岡技術科学、名古屋工業、豊橋技術科学、京都工
芸繊維、九州工業②

お茶の水女子③、奈良女子③

筑波技術②

帯広畜産

東京海洋②

鹿屋体育

東京芸術②

東京外国語②

小樽商科、一橋④

旭川医科、東京医科歯科②、

浜松医科、滋賀医科

※福島、滋賀

秋田、※金沢、福井

山形、静岡、香川、愛媛
北海道、東北、※筑波、千葉、東京、新
潟、富山、信州、名古屋、京都、大阪、
神戸、岡山、広島、山口、九州、長崎、
熊本、鹿児島、琉球

国立大学の種類・規模 

H24.4.1現在 
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私立大学等経常費助成予算額と学生数の推移 

※１ 平成24年度の予算額には復興特別会計を含む。 
※２ 学生数は「学校基本調査」による。なお、平成24年度は速報値。 

予
算
額
（
億
円
） 

2,951 2,951 
3,007 

3,071 

3,143 
3,198 3,218 

3,263 
3,293 3,313 3,281 

3,249 
3,218 3,222 3,209 

3,263 

231.1 230.9 229.6 227.5 226.0 225.6 225.3 224.3 223.8 222.2 221.7 221.2 220.7 223.3 223.7 221.6 

210.0

220.0

230.0

240.0

250.0

260.0

270.0

280.0

290.0

300.0

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

9年度 
（1997） 

10年度 
（1998） 

11年度 
（1999） 

12年度 
（2000） 

13年度 
（2001） 

14年度 
（2002） 

15年度 
（2003） 

16年度 
（2004） 

17年度 
（2005） 

18年度 
（2006） 

19年度 
（2007） 

20年度 
（2008） 

21年度 
（2009） 

22年度 
（2010） 

23年度 
（2011） 

24年度 
（2012） 

予算額（左軸） 

学生数（右軸） 

学
生
数
（
万
人
） 
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私立大学の定員の状況 

（出典）私立大学・短期大学等入学志願動向 

人 校 
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35.7% 35.3%
33.2% 31.4% 31.7% 32.6%

34.0%
38.8%

42.4% 44.3% 45.8% 47.0% 47.8% 48.9% 49.8% 50.8% 51.2% 51.4% 51.0%

35.7% 35.3%
33.2% 31.4% 31.7% 32.6% 34.0%

37.2%
39.1% 39.9% 40.6% 41.0% 41.1% 41.8% 41.6% 41.2%

41.1% 40.9% 40.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

私立推薦＋ＡＯ

私立推薦

私立大学における入学者選抜の動向 

（出典）「国公私立大学入学者選抜実施状況」 

○ 私立大学では入学者選抜における推薦・ＡＯ入試の割合が増加しているが、学生の 
 質をともなっていないのではないか。 

（出典）ベネッセコーポレーション大学事業部「大学生基礎力調査Ⅰ」（2011年） 

国立・私立大学の推薦・ＡＯ入試での入学者数の割合の推移 

年度 

偏差値 
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私立大学の定員充足率の状況 

（出典）私立大学・短期大学等入学志願動向 

定員割れとなっている私立大学の割合 
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私立大学の収支の状況 

（出典）今日の私学財政 

収支が赤字となっている私立大学の割合 
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（株）日本学生支援機構の行う奨学金事業の資金の流れ 

学 

生 

国
（
一
般
会
計
） 

返
還
者 

学
校 

申込 推薦 

奨学金 
【2,767億円】 

返還金等（元本等） 
      【1,972億円】 
延滞金  【    33億円】 

卒業 

無利子奨学金 

政府貸付金 
【796億円】 
※うち復興枠 
38億円 

独
立
行
政
法
人 

日
本
学
生
支
援
機
構 

償還（元金） 
【9,807億円】 

償還（利息） 
【534億円】 

財政融資資金借入 
【8,383億円】 

財投機関債発行 
【1,800億円】 

学 

生 
卒業 

返
還
者 

独
立
行
政
法
人 

日
本
学
生
支
援
機
構 

学
校 申込 推薦 

奨学金 
【8,496億円】 

返還金（元金）【3,373 億円】 
返還金（利息）【  296億円】 
延滞金      【  17億円】 

財
政
融
資
資
金 

財
投
機
関
債
等 

民間資金借入金 
【4,748億円】 

（注１）無利子奨学金の返還免除は310億円（23年度実績）。返還免除等補助金として一般会計から日本学生支援機構に対し3億円（24年度予算）の繰入れ。 
（注２）有利子奨学金の返還免除は11億円（23年度実績）。返還免除等補助金として一般会計から日本学生支援機構に対し47億円（24年度予算）の繰入れ。 

有利子奨学金 

国 
（一般会計） 
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奨学金受給者の推移 

34 35 34 35 35 35 37 37 38 39
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無利子 有利子 学生数
貸与人員数

（単位：万人）
学生数

（単位：万人）

年度

   （注１） 貸与人員数は、（独）日本学生支援機構が実施する奨学金事業（無利子、有利子）の実績。24年度の計数は予算額ベース。 

   （注２）  学生数は、上記機構が貸与対象としている大学、大学院、高等専門学校、専修学校専門課程の合計。 
 

学生数に対する 
貸与人員数の割合

（38.1％） 

 緩やかな基準により学生の約4割に奨学金を貸与。（年収1,200万円以下の世帯） 
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400 
万円 
以下 

401 
～ 
600 

601 
～ 
700 

701 
～ 
800 

801 
～ 

1000 

1001 
万円 
以上 

奨学金受給者 37.9％ 23.2％ 10.1％ 10.0％ 12.7％ 6.0％ 

奨学金受給者の家庭の年間収入 

 40歳～59歳以上の世帯の平均所得（700万円程度）以上の世帯が3割近く（28.7%）を占
めている状況。 
 

 1,000万円以上の世帯収入の家庭でも奨学金の貸与を受けている状況 
 

  （貸与基準 無利子 家計収入955万円以下、有利子 家計収入1,207万円以下） 
                                     （私大、4人世帯、自宅・給与所得者の場合） 

 
 

（出所）平成22年国民生活基礎調査、日本学生支援機構調査 

受給者の家庭の年間収入別内訳 

平均所得以上の世帯 
が3割近く（28.7%） 

※貸与額は、無利子： 3～6.4万円/月（私大自宅外通学の場合） 

                 で学生が選択 
         有利子： 3～12万円/月で学生が選択  
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奨学金の事業の現状と制度の考え方 

• 奨学金事業は家計基準、成績基準とも緩やかな基準で貸与されているが、特に無利子
奨学金については、法で定められた制度の趣旨から乖離していないか。 

【現行制度の考え方】 
 
（独）日本学生支援機構法第１４条 
 
② 第一種奨学金【無利子奨学金】は、優れた学生等であって経済的理由により修学に
困難があるもののうち、文部科学省令で定める基準及び方法に従い、特に優れた者で
あって経済的理由により著しく修学に困難があるものと認定された者に対して貸与する
ものとする。 
 
③ 第二種奨学金【有利子奨学金】は、前項の規定による認定を受けた者以外の学生
等のうち、文部科学省令で定める基準及び方法に従い、大学その他政令で定める学校
に在学する優れた者であって経済的理由により修学に困難があるものと認定された者
に対して貸与するものとする。 
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現行制度 
・貸与額：264万円（＊） 

・返済額：年間17.8万円 

      （月額1.5万円） 

・期間：15 年間（180か月） 
  

 
＊私大平均貸与額66万円×4年間 

＊貸与額340万円を超えると20年返済 

 
 

所得連動返
済に移行 

年収が平均給与所得の場合の返済額のイメージ 

課税所得（＊）の１割を返済する場合 
 

・23～24歳：年収254万円⇒年間12.2万円（月額1.0万円） 

・25～29歳：年収336万円⇒年間17.9万円（月額1.5万円） 

・30～34歳：年収384万円⇒年間17.7万円（月額1.5万円） 

・35～39歳：年収431万円⇒年間21.5万円（月額1.8万円） 

・40歳：   年収465万円⇒年間24.2万円（月額2.0万円）    
 

＊年収は国税庁の民間給与実態調査（22年）における給与所得者の平均給与。
パート労働者を含む。 
 

＊課税所得は給与所得控除、基礎控除、30歳以上は扶養控除（こども一人分）を
控除して計算。 

奨学金制度の改革の方向性について 

無利子奨学金の毎年の返済額のイメージ 
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奨学金の国際比較（貸与型奨学金の比較） 

○ 日本の貸与型奨学金は長期（20年間）無利子（有利子奨学金は国債金利）で返済することとし、給付的 

 な支援の要素を取り込み、学生の返済負担を大きく軽減しているのが特徴。 

   ＊ 無利子奨学金は民間教育ローン（金利４％）６割と給付４割を組み合わせたものと同程度の返済負担を軽減 

  ＊ 他国の貸与型奨学金は、わが国の有利子奨学金と比べて金利が高く（米は6.8％、加はプライムレート＋５％）、返 

   済期間も短い。 

                金利        返済期間    平均貸与額 
 
日本 
・無利子奨学金 
・有利子奨学金 

  
○無利子 
 
○有利子：国債金利（固定1.1％、変動0.4％） 
 
＊有利子奨学金も在学期間中無利子 
  

  
 
20年間以内が原則 
 
＊返還猶予（最長5年）、減額返還制度
（最長10年） 
＊無利子奨学金については、親が低所
得の学生は卒業後所得が一定水準を
超えて初めて返済 

 

  
・63万円(学部生） 
・86万円（学部生） 

 
米 （ 連 邦 政 府 ）
Stafford Loans 
・政府補助あり 
・政府補助なし 

  
6.8％＋手数料 
 
＊政府補助ありは在学期間中無利子 
＊政府補助ありは時限措置により金利引下げ（2011

－2012の貸与は3.4％） 

  
10年間以内が原則 
 
＊ 返済困難な場合、所得に応じた返

済（ＩＢＲ）に移行できる（返済額は総
収入の10％を上限。25年以内返済）
（2011年10月大統領令） 

  
・＄6,744（学部生） 
 
＊政府補助あり、政府補助なしの合計 

 
英 
Maintenance loan 
Tuition  loan 

  
小売物価上昇率＊ 
 
＊小売物価上昇率＋３％とする案を議会審議中 

  
所得の９％ 
閾値￡15,000＊ 
 

＊￡21,000とする案を議会審議中 

  
・￡6,140（大学院生含む） 

 
*maintenance loan とtuition loanの合計額 

 

 
カナダ 

  
プライムレート＋５％（変動金利＋2.5％） 
 
＊在学期間中無利子 

  
9.5年間 
 
＊返済期間を５年間延長できる 
＊返済額は総収入の20％が上限 

  
・5,226カナダドル（大学院生含む） 

出典：米： “The Guide to Federal Student Aid2011-2012”  “Income Based Repayment Plan for the Direct Loan and FFEL loan” US department of Education,  “Trends in Student Aid  2011”  College Board,  英：Student  loans- A guide  to terms and 
conditions  2012/13,  Student Support For Higher Education in England 2011-2012,  加：“Canada Student Loan Program  Annual Report 2010-2011, 2008-2009” Human Resources and Skills  Development Canada 
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高卒と大学・大学院卒の生涯賃金 

（出所） （独）労働政策研究・研修機構 2011年ユースフル労働統計 

（注） 生涯賃金は退職金を除く 
0
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高卒 大学・大学院卒

（単位）百万円

高卒と大学・大学院卒の生涯賃金

定年まで

退職金

定年後

 
 
 
○ 退職金及び定年後も平均的な引退年齢 
 まで働き続けた場合の生涯賃金では、 
   高卒であれば      約２．５億円 
   大卒・院卒であれば   約３．３億円 
 と約8,000万円もの差が生じるとのデータ。 
 
○ 大学進学は「本人の将来年収増のための 
 投資」の要素がある。 
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科学技術関係予算 
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一般政府総支出に占める政府研究費の割合 

0.45

1.50
1.08

0.88

0.10

1.56

0.11

0.41

0.34

1.77

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

日本 米 独 仏 英

(%) 

(注)日本は2008年度、外国は2007年度の数値。 
  平成22年版科学技術要覧及びOECD Economic Outlook 83から試算 

1.87 
2.02 

1.61 

1.22 

1.49 

■は国防研究費を除く政府研究費 
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研究プロジェクト（新規事業）の評価について 
総合科学技術会議では、科学技術関係の予算要求に対し、ランク付けを実施。 

（平成15年度予算～） 

優れた研究への資源配分の重点化のためにも、厳正な評価によるメリハリ付けが必要 
※総合科学技術会議では、24年度より新たな評価制度の導入予定 

Ｓ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｓ
重点化対象課題に該当する施策のうち、目標設定が明確で効果的な実施体制が整備されるなど内容的に極めて優れ、特に重点的に資源を配分すること

で、積極的に実施すべきもの。

Ａ 重要で、内容的にも優れた施策であり、重点的に資源を配分することで、着実に実施すべきもの。

Ｂ 必要な施策であり、限られた資源を有効に活用して、効果的・効率的に実施すべきもの。

Ｃ 必要な施策ではあるが、目標設定、ロードマップ、実施方法等の一部が不適切なもの、或いは，資源投入の優先度が低く、実施すべきではないもの。
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科学技術関係予算重点化の基本的考え方 

 第4期科学技術基本計画では、分野別の重点化から課題対応型の重点化を図り、科学技術イノ
ベーションを一体的に推進する。  

 第４期科学技術基本計画に掲げる政策を効果的、効率的に推進していくため、 アクションプラン

と重点施策パッケージの２つの制度により、政府の科学技術関係予算に関する資源配分の最
重点化・重点化を図る。 

 アクションプラン対象施策及び重点施策パッケージとして特定された施策を着実に実施すること
により、科学技術を通じ、様々な課題の解決に貢献し、国民の期待に応えていく。 

         科学技術重要施策アクションプラン(政策課題・重点的取組） 最重点 

 総合科学技術会議が最も重要と考える施策の方向性を概算要求前に示すことにより、政府全体の科学技術関係予算の
最重点化に向けて施策を誘導。 

アクションプラン対象施策 
 政策課題の解決のために最優先で進めるべき施策の具体化を、関係府省との協働により実

施し、アクションプラン対象施策を特定。 
 必要に応じ、府省間の連携を促進 

            重点施策パッケージ(重点化課題・取組) 重点 

 総合科学技術会議は重点化課題・取組を概算要求前に示すとともに、各府省は重点的に取り組むべき課題の設定を独自に行う。 

 
重点施策パッケージ（施策群） 

 各府省は重点化課題・取組及び独自に設定した課題を基に施策パッケージを提案。 
 総合科学技術会議は、提案の中から重点化すべきものを特定。 
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平成24年度アクションプラン対象施策の予算案 

※１ 平成23年度当初予算額は、平成24年度アクションプラン対象施策のうち、継続施策について計上。 
※２ 科研費は除く。 

重点分野 政 策 課 題 

※1 平成23年度当初予算 
平成24年度 
政府予算  

平成23年度 
第４次補正 

予算額 
（百万円） 

施策数 
当初予算額 
（百万円） 

施策数 
予算案額 
（百万円） 

復興・再生並びに 
災害からの安全性 

向上 

災害から命・健康を守る 

14 2,768 38 47,814 - 
災害から仕事を守り、創る 
災害から住まいを守り、造る 
災害からﾓﾉ、情報、ｴﾈﾙｷﾞｰの流れを確保し、創る 

グリーン 
イノベーション 

クリーンエネルギー供給の安定確保 

70 126,002 77 132,755 10,228 
分散エネルギーシステムの拡充 
エネルギー利用の革新 
社会インフラのグリーン化 

ライフ 
イノベーション 

先制医療（早期医療介入）の推進による発症率の低下 

26 28,411 29 38,900 - 

がん、生活習慣病の合併症等の革新的な診断・治療法 
の開発による治癒率の向上等 
身体・臓器機能の代替・補完 
優れた医療技術の開発促進 
介護・自立支援 

基礎研究の振興 
及び 

人材育成の強化 

世界トップレベルの基礎研究の強化 
2 16,272 3 ※2 16,433 - 独創的で多様な基礎研究の強化 

科学技術を担う人材の育成 
合 計 112 173,453 147 235,902 10,228 

71



4期領域 担当府省 施策パッケージ名 

平成23年度 
当初予算 

合計 
(億円) 

平成24年度 
政府予算 

合計 
(億円) 

平成23年度 
第４次補正 
予算合計 
（億円） 

我が国の産業
競争力の強化 

経済産業省 
半導体製造プロセスの省エネ化・小型化
の実現 

- 6.5 - 

文部科学省 
経済産業省 

都市鉱山からの希少元素の回収・再生技
術の高度化による元素循環の実現 

- 
1＋ 

15の内数 
- 

経済産業省 
文部科学省 

先進的宇宙システム等の研究開発による
宇宙産業基盤の強化 

46 36 70 

総務省 ICT国際連携推進研究開発プログラム 303の内数 
1+ 

297の内数 
2.79 

安全かつ豊か
で質の高い国
民生活の実現 

国土交通省 
住宅・社会資本の戦略的維持管理・更新
による安全性と利便性の向上の実現 

1.75 1.79 - 

環境省 
子どもの脆弱性を考慮したリスク管理体
制構築による安全・安心な環境の実現 

46 45 16 

基礎研究及び
人材の育成 

文部科学省 若手研究人材のキャリアパスの整備 211 220 - 

文部科学省 次代を担う人材の育成 36 39 - 

合計(億円) 342 351 89 

平成24年度科学技術関係予算における 
重点施策パッケージ一覧 

※１ 平成23年度当初予算額は、平成24年度重点施策パッケージ対象施策のうち、継続施策について計上。 
※２ 内数は除く。 
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我が国の科学技術関係予算と論文の量・質の推移 

○科学技術関係予算の伸びに伴い、我が国の総論文数は伸びたものの、被引用度で 
 世界トップ10％に入る質の高い論文数は低水準にとどまる（2008年～2010年平均で 
 7.2％。一方、米12.3％、独11.8％、仏10.7％、英12.5％）。 

（注）出所：科学技術指標2011より試算。 
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論文数

科学技術

関係予算

トップ10％論文数 
（1988-1990平均） 

3,548（全体の8.3%） 

トップ10％論文数 
（1998-2000平均） 

5,020（全体の8.0%） 

トップ10％論文数 
（2008-2010平均） 

5,051（全体の7.2%） 

論文数（件数） 科学技術関係予算（億円） 

他の主要国では 
全体の10％以上 
の論文が世界 
トップ10％論文に
入っている。 

科学技術関係予算額 

我が国の総論文数 
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研究開発型成果目標達成法人向け支出 

23年度当初 24年度予算額

(14,876) (▲ 305)
15,181 14,876 ▲ 305

(24,068) (16,482)
7,586 7,221 ▲ 365

(13,261) (1,665)
11,596 10,831 ▲ 765

(105,141) (181)
104,960 100,758 ▲ 4,202

(84,672) (▲ 3,523)
88,195 84,672 ▲ 3,523

(206,439) (▲ 1,019)
207,458 206,439 ▲ 1,019

(42,802) (5,006)
37,796 36,635 ▲ 1,161

(169,822) (▲ 11,681)
181,503 159,107 ▲ 22,395

(661,082) (6,807)
654,275 620,540 ▲ 33,735

合計

※ＪＡＥＡには特別会計分を含む。

※24年度予算額及び増減額欄の上段（　）書きは、復興特別会計の計上額を含めた計数。

※「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成24年1月20日閣議決定）において研究開発型の成果目標達成法
人に分類された文部科学省所管の法人（8法人）

（単位：百万円）

運営費交付金等

1

8

（独）物質・材料研究機構（ＮＩＭＳ）

（独）日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）

2

3

4

5

6

7

増減額

（独）放射線医学総合研究所（放医研）

（独）科学技術振興機構（ＪＳＴ）

（独）理化学研究所（理研）

（独）宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）

（独）海洋研究開発機構（ＪＡＭＳＴＥＣ）

（独）防災科学技術研究所（防災研）
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注１）（独）宇宙航空研究開発機構（JAXA）への国支出分（文科省分）並びにITER関連の分担金、補助金及び施設整備費の合計額。

注２）２５年度概算要求ベースであり、２６年度以降については２５年度要求時点での想定額。

1,000

1,500

2,000

2,500

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

JAXA 
 1,720 

JAXA 
1,867 

JAXA 
2,036 

JAXA 
2,038 

JAXA 
2,056 

ITER 
51 

ITER 
245 

ITER 
271 

ITER 
281 

ITER 
290 

1,771 

2,112 

2,307 2,319 2,346 

大規模事業の後年度負担 

JAXA向け支出 ITER関連支出 

（単位：億円） 
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